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Ｈｙｂｒｉｄ
多種多様な技術

Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ
技術の革新

Ｐｒｏｊｅｃｔ
集団・チーム

社名の由来

株式会社ヒップ
「企業の壁を乗り越え集まった技術者が改革する」

ＨＩＰ
ヒップ
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社 名 株式会社ヒップ

所 在 地 神奈川県横浜市西区楠町27-9

代 表 者 代表取締役社長 田中吉武

設 立 １９９５年９月１３日

資 本 金 ３億７，３７７万円

従 業 員 数 ７８９人（２００７年９月末現在）

事 業 内 容
機械設計、電子設計、ソフト開発の技術
サービスを提供するアウトソーシング事業
(技術者派遣､業務請負)

営 業 拠 点
本社（横浜）、テクノセンター（新横浜）、

全国合計１７拠点 ジャスダック証券取引所に上場12月２００６年

１９９５年 9月 横浜市西区に株式会社ヒップ設立、アウトソーシング事業を開始

１９９６年 9月 名古屋営業所を新設

１９９７年 4月 東京営業所を新設

１９９８年 10月 大阪営業所を新設

１９９９年 12月
新横浜にテクノセンターを新設、

機械設計部・システム設計部新設

２００１年 7月 沼津営業所を新設

9月
新横浜テクノセンターに電子設計部を設置

事業部制組織に変更（東部・中部・西部・神奈川事業部）

２００２年 9月 大宮営業所を新設

２００３年 4月 ISO9001認証取得

9月 神戸営業所を新設

２００４年 ２月 新規事業開発部を設置

8月 京都営業所を新設

２００５年 6月 仙台営業所を新設

7月 サテライト福岡を福岡営業所に昇格

10月 CT事業部を新設し、機械・システム・電子設計部を集約

11月 サテライト宇都宮を宇都宮営業所に昇格

２００７年 10月 サテライト浜松を浜松営業所に昇格

概要と沿革概要と沿革



ビジネスモデル
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■ 特定労働者派遣業界の中でも

開発フェーズに特化したビジネスモデルが特徴

4



5

業界における当社の位置づけ業界における当社の位置づけ

特定労働者派遣分野の主な上場企業

Ｍ社

Ａ社

Ｎ社

ＦＴ社

㈱ヒップ
高

高

技
術
レ
ベ
ル

開発設計技術者の比率

■ アウトソーシング業界では類を見ない、設計開発に特化
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設立からの成長推移設立からの成長推移

名古屋営業所開設名古屋営業所開設名古屋営業所開設名古屋営業所開設

東京営業所開設東京営業所開設東京営業所開設東京営業所開設

大阪営業所開設大阪営業所開設大阪営業所開設大阪営業所開設

テクノセンターテクノセンターテクノセンターテクノセンター開設開設開設開設

沼津営業所開設沼津営業所開設沼津営業所開設沼津営業所開設

大宮営業所開設大宮営業所開設大宮営業所開設大宮営業所開設

神戸営業所開設神戸営業所開設神戸営業所開設神戸営業所開設

京都営業所開設京都営業所開設京都営業所開設京都営業所開設

仙台仙台仙台仙台････福岡福岡福岡福岡････宇都宮宇都宮宇都宮宇都宮
営業所開設営業所開設営業所開設営業所開設

売上高売上高売上高売上高
（（（（百万円百万円百万円百万円））））

期末人員期末人員期末人員期末人員
（（（（人人人人））））

売上高売上高売上高売上高（（（（百万円百万円百万円百万円））））

期末人員期末人員期末人員期末人員（（（（人人人人））））

売上高売上高売上高売上高・・・・人員推移人員推移人員推移人員推移
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経営の姿勢経営の姿勢

生涯技術者Ⓡ



２００２００２００２００８８８８年年年年３３３３月期月期月期月期
中間決算概要中間決算概要中間決算概要中間決算概要
２００２００２００２００２００２００２００２００８８８８８８８８年年年年年年年年３３３３３３３３月期月期月期月期月期月期月期月期
中間決算概要中間決算概要中間決算概要中間決算概要中間決算概要中間決算概要中間決算概要中間決算概要
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２００８２００８年年３３月期月期 中間期のポイント中間期のポイント

･業界全般 ： 新製品開発や製品開発の効率化などにより、人材派遣需要は堅調。

･取引先の状況 ： 特に、自動車関連、情報通信機器、電子デバイス関連の業績が伸長。需要

増に繋がる。

･雇用情勢 ： 引き続き人手不足感があり、人材の確保に厳しさが見られる。

･前年同期比で、増収・増益を達成：

売上高・・13.213.213.213.2％％％％増増増増 営業利益・・53.153.153.153.1％％％％増増増増 経常利益・・58.058.058.058.0％％％％増増増増 中間純利益・・66.066.066.066.0％％％％増増増増

外部環境の好調さに加え、当社の主要顧客からの技術者派遣ニーズや開発要望が強く、これに積極的に対応
したことが要因。

･売上高はほぼ当初計画通り。営業利益、経常利益、中間純利益は上方修正。
（業績予想修正：2007年10月24日発表）

主な要因は、新卒技術者の早期戦力化による教育関連費用の減少と、販売費および一般管理費が当初見込
みよりも減少したことによるもの。

■外部環境面

■前年同期比較

■計画対比
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売 上 高売 上 高売 上 高売 上 高

金額金額金額金額 百分比百分比百分比百分比

2,667

売上総利益売上総利益売上総利益売上総利益

営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益

経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益

中間純利益中間純利益中間純利益中間純利益

販 管 費販 管 費販 管 費販 管 費

550

178

179

103

20.6

6.7

6.7

3.9

371 13.9

金額金額金額金額

2,671

529

129

129

73

399

百分比百分比百分比百分比

100.0

19.8

4.8

4.8

2.8

15.0

百分比百分比百分比百分比

100.0

19.3

5.0

4.8

2.7

14.3

売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価 2,116 79.42,142 80.280.7

（（（（単位単位単位単位：：：：百万円百万円百万円百万円、％）、％）、％）、％）

２００８２００８年年３３月期月期 中間期業績ハイライト中間期業績ハイライト

100.0

金額金額金額金額

2,355

453

116

113

62

337

1,902

２００7年3月期

（中間期 実績）

２００８年3月期

（中間期 期初計画） 前年同期比

増減率増減率増減率増減率

13.2

21.3

53.1

58.0

66.0

10.3

11.3

増減額増減額増減額増減額

311

96

61

65

41

34

214

２００８年3月期

（中間期 実績）

2355

2671 2667

2007/3中間期

実績

2008/3中間期

期初計画

2008/3中間期

実績

113
129

179

2007/3中間期

実績

2008/3中間期

期初計画

2008/3中間期

実績

62

73

103

2007/3中間期

実績

2008/3中間期

期初計画

2008/3中間期

実績

売上高 経常利益 中間純利益



■売上総利益

新卒者の早期戦力化を達
成。教育関連費用などの
売上原価が当初予定より
低減したことが主な要因と
なり、粗利率が1.3％改善
した。

■販管費

販管費は前年同期比で
10.3%増加したものの、売
上高増加率がこれを上回
り、販管費率は0.4％減少。
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販 管 費販 管 費販 管 費販 管 費

売上売上売上売上総利益総利益総利益総利益

金額金額金額金額 売上構成比売上構成比売上構成比売上構成比

550

人 件 費人 件 費人 件 費人 件 費

広告宣伝費広告宣伝費広告宣伝費広告宣伝費

そ のそ のそ のそ の 他他他他

営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益

採 用 費採 用 費採 用 費採 用 費

236

1

104

178

8.8

0.1

3.9

6.7

29 1.1

売上構成比売上構成比売上構成比売上構成比

19.3

9.2

0.1

3.9

5.0

1.1

371 13.914.3

（（（（単位単位単位単位：：：：百万円百万円百万円百万円、％）、％）、％）、％）

２００８２００８年年３３月期月期 中間期業績中間期業績 営業利益分析営業利益分析

20.6

金額金額金額金額

453

219

1

90

116

25

337

２００7年3月期

（中間期 実績）
前年同期比

増減率増減率増減率増減率

21.3

7.9

12.3

14.7

53.1

15.7

10.3

増減額増減額増減額増減額

96

17

0

13

61

4

34

２００８年3月期

（中間期 実績）

■人件費

管理部門の人員増を含め、前年同
期比で7.9%増加したが、売上高が
伸長したことにより、これを吸収。

■採用費

採用イベント費用の投資対効果を
精査し、絞込みを図ったことにより、
経費増を抑えた。

売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価 1,902 2,116 11.3214

（（（（参考参考参考参考））））

79.480.7

■その他

前年下期に新設した採用拠点の展
開に伴う経費、当中間期より実施
の内部統制構築に伴う経費が増加、
前年同期比14.7％増となった。



■稼働率について

4月入社新卒技術者が早期戦力化し
たことが全体に貢献し、稼働率は前年
同期比0.6ポイント上昇。

■技術料金について

レートアップ交渉が結実し、前年同期
比32円の上昇。

■稼働時間について

予算レベルで推移している。

■技術者数について

全国展開の強みを発揮し、新卒およ
び中途技術者を平均的に採用できて
おり、前年同期比で79名増加。

12

主要指標対前年度比較主要指標対前年度比較

市場環境の好況と当社の営業努力により、各指標は上昇傾向にある。

稼 働 率稼 働 率稼 働 率稼 働 率

2008/3月月月月期期期期

中間期中間期中間期中間期

92.92.92.92.6666％％％％

稼 働 時 間稼 働 時 間稼 働 時 間稼 働 時 間 9.9.9.9.52525252ＨＨＨＨ////人人人人・・・・日日日日

2007/3月月月月期期期期

中間期中間期中間期中間期

92.92.92.92.0000％％％％

9.9.9.9.60606060ＨＨＨＨ////人人人人・・・・日日日日

技 術 料 金技 術 料 金技 術 料 金技 術 料 金 3,3,3,3,630630630630円円円円////ＨＨＨＨ3,3,3,3,598598598598円円円円////ＨＨＨＨ

期末技術者数期末技術者数期末技術者数期末技術者数 723723723723人人人人644644644644人人人人

前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比

+0.6+0.6+0.6+0.6ｐｐｐｐ

△△△△0.0.0.0.08080808ＨＨＨＨ

+32+32+32+32円円円円

+79+79+79+79人人人人

※上記技術料金はＣＴ事業部（受託部門）を除いております
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85.7
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95.9
97.2
96.1

82.6

86.9
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85.7

90.9

96.8
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95.8

96.497.1

96.6
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

新卒含む

稼働率推移稼働率推移 ((３３ヵ年推移）ヵ年推移）

※稼働率（％）＝稼働技術者数/技術社員総数*100

２００７２００７２００７２００７／／／／３３３３月月月月期期期期２００６２００６２００６２００６／／／／３３３３月月月月期期期期

（％）

２００８２００８２００８２００８／／／／３３３３月月月月期期期期

2006年3月期 上半期 下半期

新卒含む平均稼働率： 91.8％ 96.8％

2007年3月期 上半期 下半期

新卒含む平均稼働率： 92.0％ 96.6％

2008年3月期 上半期

新卒含む平均稼働率： 92.6％

顧客ニーズと営業努力により新卒技術者の配属の早期化が進み、期初の稼働率が向上。

〈新
卒
含
む
〉

〈新
卒
除
く
〉

2007年3月期 上半期 下半期

新卒除く平均稼働率： 96.6％ 96.8％

2008年3月期 上半期

新卒除く平均稼働率： 97.0％

2006年3月期 上半期 下半期

新卒除く平均稼働率： 96.3％ 96.4％

２００６２００６２００６２００６／／／／３３３３月月月月期期期期 ２００７２００７２００７２００７／／／／３３３３月月月月期期期期 ２００８２００８２００８２００８／／／／３３３３月月月月期期期期



14

稼働時間と技術者数の推移稼働時間と技術者数の推移 ((３３ヵ年推移）ヵ年推移）

533 557

644 653

723

9.529.58 9.60 9.60 9.62

0

100

200

300

400

500

600

700

800

2006/3上期 2006/3下期 2007/3上期 2007/3下期 2008/3上期

8.00

8.50

9.00

9.50

10.00

10.50

11.00

11.50

12.00

12.50

13.00
技術者合計

一日稼働時間

全国のサテライトを拠点にした採用活動強化で技術者数は着実に増加。

稼働時間は引き続き高いレベルを維持。

（人） （時間）
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同業同業他社との技術料金比較他社との技術料金比較

※直近の各社決算資料より

4,863

3,630 3,618
3,273

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

M社 当社 A社 FT社

（円／Ｈ）

質の向上を追及してきた当社に対する顧客の高い信頼が、

同業他社と比べて上位の技術料金を維持できる差別化要因。
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技術料金の推移技術料金の推移 ((３３ヵ年推移）ヵ年推移）

3,940
3,875

3,818
3,791

3,838

3,733

3,300

3,500

3,700

3,900

4,100

2005/3 2005/9 2006/3 2006/9 2007/3 2007/9

05.4月～07.4月新卒除く

3,673
3,691

3,668
3,598 3,638 3,630

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

2005/3 2005/9 2006/3 2006/9 2007/3 2007/9

新卒含む

（円/H）

（円/H）

新卒を含む全技術者

過去3年間の新卒を除く技術者

新卒技術者を除く技術料
金の推移では、2006/3月
を機に上昇傾向となってい
る。
技術力の向上がレートアッ
プへと繋がっている。

過去3年で284名の新卒技
術者が入社しているにも係
わらず、全体の技術料金
は高水準を維持している。
既存技術者のレートアップ
と早期配属がポイント。

※上記技術料金はＣＴ事業部（受託部門）を除いております
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事業分野別売上高（前年同期比）事業分野別売上高（前年同期比）

（単位：百万円、％） 2007/3月 中間期 2008/3 中間期
主要な取引先名

売上高 構成比 社数 売上高 構成比 伸び率 社数

自動車・輸送
機器関連 884884884884 37.537.537.537.5 42424242 965965965965 36.136.136.136.1 9.29.29.29.2 46464646

・トヨタ自動車 ・日産自動車 ・いすゞ

自動車 ・日産車体・カルソニックカンセイ

・デンソーテクノ ・日本飛行機 など

電気電子機器・
電子デバイス
関連

498498498498 21.221.221.221.2 36363636 647647647647 24.324.324.324.3 29.729.729.729.7 37373737
・松下電器産業 ・富士フイルム

・三洋電機 ・オムロン ・協栄産業

・ソニーLSIデザイン など

情報通信・
精密機器関連 519519519519 22.022.022.022.0 32323232 568568568568 21.321.321.321.3 9.4 9.4 9.4 9.4 34343434

・ソニー ・パイオニア ・キヤノン

・ブラザー工業 ・オリンパス ・日本光電

・京セラミタ など

一般機械関連 284284284284 12.112.112.112.1 28282828 293293293293 11.011.011.011.0 3.03.03.03.0 37373737
・ウシオ電機 ・アルバック

・荏原製作所・オムロンアミューズメント

・ディスコ など

情報処理・
ソフトウェア関
連、 その他

168168168168 7.27.27.27.2 31313131 193193193193 7.37.37.37.3 14.614.614.614.6 28282828
・日立情報通信エンジニアリング ・DTS

・NECシステムテクノロジー

・日立アドバンストシステムズ など

合計合計合計合計 2,3552,3552,3552,355 100100100100 169169169169 2,6672,6672,6672,667 100100100100 13.213.213.213.2 182182182182

自動車・輸送機器関連分野が36.1％を占め、堅調に推移。

電気電子機器・電子デバイス関連が好調な伸びを示す。顧客数も182社に増加。
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事業分野別売上高事業分野別売上高 ((３３ヵ年推移）ヵ年推移）

自動車・輸送機器関連

786 884 965

06/3中間期 07/3中間期 08/3中間期

電気電子機器・電子デバイス関連

376
498

647

06/3中間期 07/3中間期 08/3中間期

情報通信・精密機器関連

417
519 568

06/3中間期 07/3中間期 08/3中間期

一般機械関連

257

284
293

06/3中間期 07/3中間期 08/3中間期

情報処理・ｿﾌﾄｳｴｱ関連、その他

176
168

193

06/3中間期 07/3中間期 08/3中間期

8.8% 7.2% 7.3%

12.8%
12.1% 11.0%

20.7%
22.0% 21.3%

18.7% 21.2% 24.3%

39.0% 37.5% 36.1%

2006/3中間期 2007/3中間期 2008/3中間期

■ 構成比の推移

■ 自動車・輸送機器関連

■ 電気電子機器・電子デバイス関連

■情報通信・精密機器関連

■一般機械関連

■情報処理・ソフトウェア関連、その他

（単位：百万円）



主要取引先（上位主要取引先（上位１０１０社）社）

（単位：百万円、％）

自動車・輸送機器関連

電気電子機器・電子デバイス関連

情報通信・精密機器関連

100.0 2,667合 計100.0 2,355合 計

69.51,856その他合計69.6 1,641その他合計

30.5811上位１０社合計30.4 714上位１０社合計

1.8 48
リクルートリクルートリクルートリクルート三洋三洋三洋三洋
ヒューマンネットワークヒューマンネットワークヒューマンネットワークヒューマンネットワーク

1.9 45いすゞいすゞいすゞいすゞ自動車自動車自動車自動車10

1.9 50三洋半導体三洋半導体三洋半導体三洋半導体1.9 45矢崎部品矢崎部品矢崎部品矢崎部品9

2.0 54ルネサスデザインルネサスデザインルネサスデザインルネサスデザイン2.0 47
リクルートリクルートリクルートリクルート三洋三洋三洋三洋
ヒューマンネットワークヒューマンネットワークヒューマンネットワークヒューマンネットワーク

8

2.1 56オムロンオムロンオムロンオムロン2.0 48日産車体日産車体日産車体日産車体7

2.1 57三菱電機三菱電機三菱電機三菱電機エンジニアリングエンジニアリングエンジニアリングエンジニアリング2.4 57カルソニックカンセイカルソニックカンセイカルソニックカンセイカルソニックカンセイ6

2.2 59日産車体日産車体日産車体日産車体2.7 62オムロンオムロンオムロンオムロン5

3.0 80ソニーソニーソニーソニー2.7 64ソニーエンジニアリングソニーエンジニアリングソニーエンジニアリングソニーエンジニアリング4

3.5 92
トヨタテクニカルトヨタテクニカルトヨタテクニカルトヨタテクニカル
ディベロップメントディベロップメントディベロップメントディベロップメント

2.9 67ソニーソニーソニーソニー3

4.2 111松下電器産業松下電器産業松下電器産業松下電器産業3.5 83松下電器産業松下電器産業松下電器産業松下電器産業2

7.7 204デンソーテクノデンソーテクノデンソーテクノデンソーテクノ8.4 196デンソーテクノデンソーテクノデンソーテクノデンソーテクノ1

比率取引高取引先名比率取引高取引先名

2008/3中間期2007/3中間期順
位
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２００８２００８２００８２００８年年年年３３３３月期月期月期月期
決算決算決算決算見通見通見通見通しししし
２００８２００８２００８２００８２００８２００８２００８２００８年年年年年年年年３３３３３３３３月期月期月期月期月期月期月期月期
決算決算決算決算決算決算決算決算見通見通見通見通しししし見通見通見通見通しししし
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売 上 高売 上 高売 上 高売 上 高

金額金額金額金額 百分比百分比百分比百分比

2007年年年年3月期月期月期月期

（（（（実績実績実績実績））））

4,918 100.0

売上総利益売上総利益売上総利益売上総利益

2008年年年年3月期月期月期月期

下期計画下期計画下期計画下期計画

営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益

経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益

当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益

販 管 費販 管 費販 管 費販 管 費

1,062

378

345

208

21.6

7.7

7.0

4.2

683 13.9

金額金額金額金額

2,902

683

275

275

156

407

百分比百分比百分比百分比

100.0

23.5

9.5

9.5

5.4

14.0

金額金額金額金額

5,573

1,212

405

404

230

807

百分比百分比百分比百分比

100.0

21.8

7.3

7.3

4.1

14.5

増減増減増減増減

13.3

14.1

6.9

17.0

10.4

18.1

2008年年年年3月期月期月期月期

通期計画通期計画通期計画通期計画

売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価 3,855 78.4 2,219 76.5 4,361 78.2 13.1

（（（（単位単位単位単位：：：：百万円百万円百万円百万円、％）、％）、％）、％）

２００８２００８年３月期業績予想年３月期業績予想

※上期の上方修正分について、現時点での通期計画の変更はありません。
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２００８２００８年年３３月期業績予想のポイント月期業績予想のポイント

•上期に引き続き、メーカー各社の開発需要は好調を維持。

•業績予想の前提指標：
採用環境が厳しい中、経験者確保についても厳しく見込んでおり、技術料金および稼働時間は、前年同

期比で若干の低下を予想した期初予想どおり。

•来期に向けての採用活動等の施策の強化：
来期に向けて、採用ツールの見直しやWebサイトなどの利用により、中途採用をさらに強化。

■下期以降の環境と施策

稼 働 率稼 働 率稼 働 率稼 働 率

2008/3月月月月期期期期

95.195.195.195.1％％％％

稼 働 時 間稼 働 時 間稼 働 時 間稼 働 時 間 9.9.9.9.54545454H/H/H/H/人人人人・・・・日日日日

2007/3月月月月期期期期

94.394.394.394.3％％％％

9.9.9.9.60606060ＨＨＨＨ////人人人人・・・・日日日日

技 術 料 金技 術 料 金技 術 料 金技 術 料 金 3,63,63,63,606060606円円円円/H/H/H/H3,63,63,63,682828282円円円円/H/H/H/H

期 末 技 術 者 数期 末 技 術 者 数期 末 技 術 者 数期 末 技 術 者 数 755755755755人人人人653653653653人人人人

前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比

+0.+0.+0.+0.8888pppp

△△△△0.060.060.060.06ＨＨＨＨ

△△△△76767676円円円円

++++101010102222人人人人



当社の強み（生涯技術者Ⓡ ・心の福利厚生Ⓡ ）を活かした事業拡大

1. 「プロの技術者」の育成 （質のさらなる向上への環境整備）

～生涯技術者Ⓡへ向けた教育体制

～心の福利厚生Ⓡの実践とメリット

→ 質の高さが他社との差別化、企業の評価であり、受注も増える。

2. 人材の確保に向けた取り組み
→ 技術者が働きやすい環境があるから、人も集まる。

3. 定年退職技術者の確保のための施策
→ 定年後も生涯技術者として働いていける環境があるから魅力がある。
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生涯技術者Ⓡへ向けた教育体制

技術基礎教育

生 涯 技 術 者 Ⓡ

基礎研修

・一般教養など

機密管理研修

顧客に合わせたフォローアップ教育

異なる業種対応へのレベルアップ教育

リーダー教育

派
遣

プロの技術者による設
計プロジェクトの請負

受託チーム

•現役の技術者が技術
教育を担当

•実践に基づく教育

•市場ニーズに対応した
教育

新卒・第二新卒 経験者

派
遣

派
遣

復
帰

復
帰

経験値・スキル

■ プロの技術者の育成を
目的とした教育システム

新横浜テクノセンター

教育体制

Ａ社への派遣

１年目
2年目

3年目

■ 派遣先でのＯＪＴを踏まえ、ス
キルアップと経験値のアップ
など、生涯技術者として活躍し
てもらう仕組み

高

教育担当は
第一線で活
躍している
者を充てる

・・
・

経験値・スキル

１年目
2年目

3年目

・・
・

経験値・スキル

Ｂ社（他業種）への派遣
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心の福利厚生Ⓡの実践とメリット

技術者技術者技術者技術者とのとのとのとの情報交換情報交換情報交換情報交換
・代表者への連絡会（Ｒｅｐ-ｃｏｎ）

・技術者連絡会（Ｅ-ｃｏｎ）

豊富豊富豊富豊富なななな社員交流社員交流社員交流社員交流イベントイベントイベントイベント
一泊研修、バーベキュー大会
地引網、同好会活動

安心安心安心安心のののの独身寮独身寮独身寮独身寮
藤沢寮、安城寮、三田寮

技術者技術者技術者技術者とのとのとのとの情報交換情報交換情報交換情報交換
・代表者への連絡会（Ｒｅｐ-ｃｏｎ）

・技術者連絡会（Ｅ-ｃｏｎ）

豊富豊富豊富豊富なななな社員交流社員交流社員交流社員交流イベントイベントイベントイベント
一泊研修、バーベキュー大会
地引網、同好会活動

安心安心安心安心のののの独身寮独身寮独身寮独身寮
藤沢寮、安城寮、三田寮

社員社員社員社員がががが経営経営経営経営にににに参画参画参画参画

•社員総代会

•社内ベンチャー制度

•社員持株制度

社員社員社員社員がががが経営経営経営経営にににに参画参画参画参画

•社員総代会

•社内ベンチャー制度

•社員持株制度

教育体制 情報共有 経営参画

他社にはない強みへ

心 の 福 利 厚 生 ⓇⓇ

帰属意識の醸成

低い離職率を実現

土台

柱

屋根

当社を支える土台と柱と屋根 技術者が働きたいと思う環境づくり

＝ 高いモチベーションの維持
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人材の確保に向けた取り組み

生涯技術者ⓇⓇと心の福利厚生ⓇⓇをベースに、技術者が働きやすい環境を整備することで、
当社で働きたいという人材を確保しやすくなる。

主な施策

事業部・サテライトの拡充 経営トップが会社の魅力を伝える

全国１７箇所の事業部･営
業所･サテライトに経験豊
かな採用専任者を配置

→今後もサテライトを新設

全国１７箇所の事業部･営
業所･サテライトに経験豊
かな採用専任者を配置

→今後もサテライトを新設

当社社員からの紹介

社長講演会の開催

全国５箇所、計７回
（仙台・東京・名古屋・大阪・福岡）

→今までに１２１名が参加。

社長講演会の開催

全国５箇所、計７回
（仙台・東京・名古屋・大阪・福岡）

→今までに１２１名が参加。

実際に働きやすい環境
であればこそ、紹介も
できる。

社員からの紹介も当社
の強みの一つ。

実際に働きやすい環境
であればこそ、紹介も
できる。

社員からの紹介も当社
の強みの一つ。

→昨年度までの実績
は１３３名。

今年度は７名が紹介に
より入社。

（累計１４０名が入社）

10月新卒入社制度

大学の９月卒業制度導
入を背景とした、新卒
入社制度への展開。

大学の９月卒業制度導
入を背景とした、新卒
入社制度への展開。

９月卒業者を

「第二新卒」としてでは
なく、「新卒者」として処
遇･育成。

26



27

採用実績・計画採用実績・計画

19191919
38383838 45454545

67676767

101101101101 92929292

24242424

60606060

71717171 62626262

66666666

45454545

79797979

109109109109 107107107107

133133133133

170170170170 162162162162
178178178178

100100100100

16161616

0000

0000
0000

0000

19191919

78787878
35353535

0000

40404040

80808080

120120120120

160160160160

200200200200

2003/32003/32003/32003/3 2004/32004/32004/32004/3 2005/32005/32005/32005/3 2006/32006/32006/32006/3 2007/32007/32007/32007/3 2008200820082008////3333予定予定予定予定 2009200920092009////3333予定予定予定予定
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新卒技術者の確保が厳しいと言われている環境の中で、16名の10月新卒者が入社。



ＳＥＧ制度について

技術者だからできる仕事 経験者だからできる仕事

定年退職を迎えても、技術者として
働きたい。

定年退職を迎えても、技術者として
働いてもらいたい。

生涯技術者として活躍

ＳＥＧ（シニアエンジニア）制度
＝定年退職者（技術者）の能力を活かす再雇用制度

一般的な再雇用制度・継続雇用制度 ＝ 年齢で再評価される
ケースが多い

シニアエンジニア制度（当社） ＝ 経験・スキルで評価する

定年後も生涯技術者として活躍してもらうための制度
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待遇維持
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本資料について本資料について

本資料は、当社の企業説明に関する情報の提供を目的としたも

のであり、当社が発行する有価証券の投資を勧誘することを目

的としたものではありません。また、本資料は2007年11月14日

現在のデータ等に基づいて作成されております。本資料に記載

された意見や予測等は資料作成時点の当社の判断であり、その

情報の正確性、完全性を保証し、または、約束するものではなく、

今後、予告なしに変更されることがありますので予めご了承くだ

さい。



本資料に関するお問い合わせ先

総務総務部部

〒〒220220--00030003 横浜市西区楠町横浜市西区楠町2727--99 横浜ウエストビル横浜ウエストビル1F1F

TELTEL 045045--328328--10001000

FAXFAX 045045--328328--10011001

EE--mailmail ir@hipir@hip--pro.co.jppro.co.jp

URLURL http://www.hiphttp://www.hip--pro.co.jppro.co.jp

株式会社ヒップ株式会社ヒップ


